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貸 借 対 照 表 

  （2026年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

科   目 金  額 科   目 金  額 

（資産の部） 

流動資産 

  現金及び預金 

  営業未収入金 

前払費用 

その他 

  貸倒引当金 

 

 

固定資産 

 有形固定資産 

  建物及び建物付属設備 

  工具器具及び備品 

 無形固定資産 

  ソフトウェア 

  ソフトウェア仮勘定 

  電話加入権 

 投資その他の資産 

  関係会社株式 

 長期前払費用  

繰延税金資産 

長期差入保証金 

破産更生債権等 

その他 

貸倒引当金 

 

 

49,254 

44,411 

4,313 

499 

31 

△0 

 

 

  32,192 

2,395 

1,046 

1,349 

27,127 

8,876 

18,235 

15 

2,669 

620 

370 

865 

810 

2 

1 

△1 

（負債の部） 

流動負債 

営業未払金 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

未払消費税等 

預り金 

  賞与引当金 

  役員賞与引当金 

  その他 

 

固定負債 

  退職給付引当金 

 

5,092 

1,649 

408 

85 

1,549 

512 

270 

559 

43 

13 

 

  1,433 

1,433 

負 債 合 計 6,525 

（純資産の部） 

株主資本 

資 本 金 

資本剰余金 

  資本準備金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

   別途積立金 

  繰越利益剰余金 

 

74,920 

4,250 

4,250 

4,250 

66,420 

66,420 

61,800 

4,620 

純 資 産 合 計 74,920 

資 産 合 計 81,446 負債及び純資産合計 81,446 

（注）金額の記載は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

 

 自  2025 年 4 月  1 日 

至  2026 年 3 月 31 日 

 

 

                                                                   （単位：百万円） 

科    目 金     額 

 営業収益  24,894 

 販売費及び一般管理費  18,950 

営業利益    5,943 

 営業外収益   

受取利息 49  

受取配当金 322  

  その他 121 493 

 営業外費用  0 

  経常利益  6,437 

税引前当期純利益  6,437 

法人税、住民税及び事業税 1,964  

法人税等調整額  △109 1,854 

当期純利益  4,582 

（注）金額の記載は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

 自  2025 年 4 月  1 日 

至  2026 年 3 月 31 日 

 

 

（単位：百万円） 

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 

 資本準備金 資本剰余金合計 

当期首残高 4,250 4,250 4,250 

事業年度中の変動額    

 剰余金の配当 － － － 

 別途積立金の積立 － － － 

 当期純利益 － － － 

事業年度中の変動額合計 － － － 

当期末残高 4,250 4,250 4,250 

 

 

 株主資本 

純資産合計 

 利益剰余金 

株主資本合計 
 

その他利益剰余金 
 利益剰余金 

 合計 
別途積立金 

 繰越利益 

 剰余金 

当期首残高 60,100 2,758 62,858 71,358 71,358 

事業年度中の変動額      

 剰余金の配当 － △ 1,020 △ 1,020 △ 1,020 △ 1,020 

 別途積立金の積立 1,700 △ 1,700 － － － 

 当期純利益 － 4,582 4,582 4,582 4,582 

事業年度中の変動額合計 1,700 1,862 3,562 3,562 3,562 

当期末残高 61,800 4,620 66,420 74,920 74,920 

（注）金額の記載は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

① 子会社株式 
移動平均法による原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び建物付属設備  8～50年 

工具器具及び備品    4～15年 

（２）無形固定資産 

定額法によっております。 

       なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(5年)

に基づく定額法によっております。 

（３）長期前払費用 

均等償却によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
 

３ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

（２）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度に

見合う分を計上しております。 

（３）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度に見

合う分を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に充てるため、退職給付に係る期末自己都合要支給額を計上しており

ます。 

 

４ 収益及び費用の計上基準 

当社は、株式等振替業務、 短期社債振替業務、 一般債振替業務、 投資信託振替業務、決済

照合業務、外国株券等保管振替決済業務及び当該業務に附帯又は関連する業務を運営しており、

収益は役務の提供に該当する振替等に関連する手数料から構成されております。顧客への役務

提供時点において当社の履行義務が充足されるため、当該時点で受け取ると見込まれる金額で

収益を認識しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額    2,965百万円 

 

２ 関係会社に対する金銭債権・債務 

     短期金銭債権             76百万円 

     短期金銭債務            157百万円 

 

３ 当座貸越契約 

    当社は、機動的な資金調達を行うため、取引銀行３行との間で当座貸越契約を締結しており

ます。 

これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、以下のとおりであります。 

     当座貸越契約極度額の総額    7,000百万円 

     借入実行残高             －   

     差引額             7,000百万円 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

１ 関係会社との取引 

営業収益            513百万円 

    販売費及び一般管理費      200百万円 

    営業外取引              341百万円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１ 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

   普通株式  8,500株 

 

 ２ 配当に関する事項 

（１） 配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2025年5月23日 

取締役会 
普通株式 1,020 120,000 2025年3月31日 2025年6月2日 

 

（２） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2026年5月22日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 1,020 120,000 2026年3月31日 2026年6月1日 
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（税効果会計に関する注記） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    

    繰延税金資産 

未払事業税                  86百万円 

賞与引当金                 176百万円 

     未払事業所税                 4百万円 

     未払社会保険料                    27百万円 

          退職給付引当金                    451百万円 

     システム開発研究費          116百万円 

その他                     3百万円 

    繰延税金資産合計                   865百万円 

            

        

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１ 子会社及び関連会社等 

種類 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

子会社 
㈱ほふりク
リアリング 

 
東京都 
中央区 
 

1,000 
金融商品債務
引受業等 

所有 
直接100％ 

兼任 
６名 

 
計 算事
務 の受
託 
 

計算事務の
受託 

509 
営業 

未収入金 
63 

 

(注)取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   一般取引条件及び市場価格等を勘案し、決定しております。 

 

２ 兄弟会社等 

種類 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

その
他の
関係
会社
の子
会社 

㈱日本証券
クリアリン
グ機構 

東京都 
中央区 

9,580 
金融商品債務
引受業等 

－ 
兼任 
１名 

手 数 料
収入 

手数料収入 1,510 
営業 

未収入金 
149 

㈱JPX総研 
東京都 
中央区 

1,000 

ソフトウェア
の設計、開発
保守等 

－ － 

シ ス テ
ム の 開
発 ・ 運
用・保守 

システム等

維持関連費

の支払 

2,320 営業未払金 334 

ソフトウェ

アの購入 
44 未払金 2 

 

(注)取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   一般取引条件と同様に決定しております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１ １株当たり純資産額  8,814,222.69円 

２ １株当たり当期純利益   539,136.84円 
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（収益認識に関する注記） 

１ 収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 （項番４）

収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

  該当事項はありません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

 （2026年3月31日現在） 

 

（単位：百万円） 

科   目 金  額 科   目 金  額 

（資産の部） 

流動資産 

  現金及び預金 

  営業未収入金 

  前払費用 

参加者基金特定資産 

その他 

    貸倒引当金 

 

 

 

固定資産 

 有形固定資産 

  建物及び建物付属設備 

  工具器具及び備品 

 無形固定資産 

  ソフトウェア 

 ソフトウェア仮勘定 

 その他 

 投資その他の資産 

  長期前払費用  

 繰延税金資産 

長期差入保証金 

 破産更生債権等 

 その他 

 貸倒引当金 

 

87,766 

46,822 

4,424 

500 

35,968 

51 

△0 

 

 

 

31,595 

2,395 

1,046 

1,349 

27,127 

8,876 

18,235 

15 

  2,071 

  370 

888 

810 

2 

1 

△1 

（負債の部） 

流動負債 

  営業未払金 

  未払金 

  未払法人税等 

    未払消費税等 

  賞与引当金 

  役員賞与引当金 

  預り参加者基金 

その他 

 

固定負債 

  退職給付に係る負債 

 

 

41,208 

1,678 

408 

1,742 

559 

  593 

43 

35,968 

  215 

 

1,433 

1,433 

 

負 債 合 計 42,641 

（純資産の部） 

株主資本 

資 本 金 

資本剰余金 

利益剰余金 

 

76,720 

4,250 

4,250 

  68,220 

 

 

 

純 資 産 合 計 76,720 

資 産 合 計 119,361 負債及び純資産合計 119,361 

（注）金額の記載は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

 

 自 2025 年 4 月  1 日 

至 2026 年 3 月 31 日 

 

（単位：百万円）   

科     目 金     額 

 営業収益  25,970 

 販売費及び一般管理費  19,196 

営業利益  6,773 

 営業外収益   

受取利息 49  

参加者基金信託運用益 76  

  その他 101 228 

 営業外費用   

  コミットメントフィー 59  

参加者基金信託運用報酬 8  

  その他 0 68 

 経常利益  6,934 

税金等調整前当期純利益  6,934 

法人税、住民税及び事業税   2,220  

法人税等調整額 △ 114 2,105 

当期純利益  4,828 

親会社株主に帰属する当期純利益  4,828 

（注）金額の記載は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 
 

 

（単位：百万円）  

 株主資本 

純資産合計 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 4,250 4,250 64,411 72,911 72,911 

連結会計年度中の変動額      

 剰余金の配当 - - △ 1,020 △ 1,020 △ 1,020 

 親会社株主に帰属する当期純利益 - - 4,828 4,828 4,828 

連結会計年度中の変動額合計 - - 3,808 3,808 3,808 

当期末残高 4,250 4,250 68,220 76,720 76,720 

（注）金額の記載は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
 

  

 自 2025 年 4 月  1 日 

至 2026 年 3 月 31 日 
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連結注記表 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

１ 連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数及び連結子会社の名称 

 連結子会社の数   １社 

 連結子会社の名称  株式会社ほふりクリアリング 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 ３ 会計方針に関する事項 

（１）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 
定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

 建物及び建物付属設備  8～50年 

  工具器具及び備品    4～15年 

② 無形固定資産 
定額法によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(5

年)に基づく定額法によっております。 

③ 長期前払費用 
均等償却によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

 

（２）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

② 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当連結会

計年度に見合う分を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当連結会計

年度に見合う分を計上しております。 

 

（３）収益及び費用の計上基準 

当社グループは、株式等振替業務、 短期社債振替業務、 一般債振替業務、投資信託振替 

業務、決済照合業務、外国株券等保管振替決済業務、金融商品債務引受業及び当該業務に附 

帯又は関連する業務を運営しており、収益は役務の提供に該当する振替等に関連する手数 

料から構成されております。顧客への役務提供時点において当社グループの履行義務が充 

足されるため、当該時点で受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 
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（４）その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に充てるため、退職給付に係る期末自己都合要支給額を計上しており 

ます。 

 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額   2,965百万円 

 

２ 一般振替DVP制度における決済の安全性確保に係る資産・負債等 

  当社の連結子会社である株式会社ほふりクリアリングは、一般振替DVP制度における決済の

安全性を確保するため、同社の業務方法書（金融商品取引法（昭和23年法律第25号。以下同

じ。）第156条の7第1項に掲げる業務方法書をいう。以下同じ。）に基づき、同社が行う金融

商品債務引受業等の相手方となるための資格を同社が付与した者（以下「DVP参加者」という。）

から、参加者基金及び担保指定証券の預託を受けております。 

  株式会社ほふりクリアリングは、DVP参加者から預託された参加者基金及び担保指定証券を、

金融商品取引法第 156 条の 11 に規定する清算預託金として、金融商品取引清算機関等に関す

る内閣府令（平成14年内閣府令第76号）第18条及び同社の業務方法書の規定に基づき、他の

財産と区分して管理しております。 

 

（１）参加者基金特定資産及び預り参加者基金 

 一般振替DVP制度では、株式会社ほふりクリアリングがDVP参加者から清算対象取引に基づ

く債務を引き受けると同時に、当該DVP参加者が株式会社ほふりクリアリングによって引き受

けられた債務と同一の内容の債務を新たに同社に対して負担することになります。 

  そこで、株式会社ほふりクリアリングでは、DVP 参加者の債務の履行を確保するため、DVP

参加者に、同社の業務方法書等により定めた所要額以上の額の参加者基金の預託を義務付け

ております（当連結会計年度末現在における参加者基金所要額の総額は15,000百万円となっ

ています。）。同社は、DVP参加者に一般振替DVP決済に係る参加者決済額支払債務の不履行が

生じた場合には、この参加者基金を他の DVP 参加者に対する同社の債務の履行のために使用

するものとしています。 

   また、預託された参加者基金は、同社の業務方法書の規定に基づき、金銭信託として運用さ

れています。 

  なお、その評価方法はその他有価証券に準じた処理（時価のないもの：原価法）によって

おります。 

  以上の諸点を踏まえ、当該参加者基金に係る資産・負債については、その目的を付した科

目（資産については参加者基金特定資産、負債については預り参加者基金）により表示して

おります。 
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（２）担保指定証券 

   一般振替DVP制度では、株式会社ほふりクリアリングに対する債務の履行を確保するため、

DVP 参加者が、同社が業務方法書等において指定する有価証券（以下「担保指定証券」とい

う。）を、同社に預託できるものとしています。 

   株式会社ほふりクリアリングは、DVP参加者が同社に対する債務を履行しなかったときに、

当該DVP参加者から預託された担保指定証券について、有価証券市場における売却その他同

社が適当と認める方法による処分等を行うことができます。 

なお、当連結会計年度末における担保指定証券残高に係る時価は37,184百万円となってい

ます。 

 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１ 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

   普通株式  8,500株 

 

 ２ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2025年5月23日 

取締役会 
普通株式 1,020 120,000 2025年3月31日 2025年6月2日 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2026年5月22日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 1,020 120,000 2026年3月31日 2026年6月1日 
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（金融商品に関する注記） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定しております。 

  営業未収入金については、証券決済制度における取引参加者等の信用リスクに晒されています

が、当社グループの方針に基づき財務状況の継続的なモニタリング等を行っております。 

  参加者基金は、一般振替DVP制度における決済の安全性を確保するための資産及び負債でありま

す。 

  営業未払金については、そのほとんどが3ヶ月以内の支払期日であります。 

 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

  2026年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、現金は注記を省略しており、預金（定期預金含む）、営業未収入金及び営業未

払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。 

 

(単位：百万円) 

 連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（１）参加者基金特定資産 

（２）預り参加者基金 

35,968 

(35,968)  

35,968 

(35,968)  

－ 

－ 

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

 （１）参加者基金特定資産（２）預り参加者基金 

    一般振替DVP制度における決済の安全性を確保するための資産及び負債であり、時価は帳簿

価額によっております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１ １株当たり純資産額    9,025,884.97円 

２ １株当たり当期純利益    568,076.10円 

  

 

（収益認識に関する注記） 

１ 収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

に関する注記等 （項番３（３））収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 


